
教科指導

特別活動
部活動

生徒の履修希望に合わせた講座設置や展開方法については、多くの課題を抱え
ているが、社会の要請を視野に入れつつ、引き続き改善に努める。

キャリア教育の充実を軸に、学校教育目標の具現化を図る。 横総未来博、農業体験、インターンシップ等を通して、学校教育目標である生きる
力、社会性、自己実現を図ることのできる資質、創造性のもととなる資質の育成
を目指している。 B
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基礎学力の定着を目指した指導法の研究、興味の持てる授業展開について、各
教科・科目の枠を超えて検討する。「読み・書き・計算」を重視し、さらに資格・検
定への挑戦を奨励し、学習目標の明確化を図る。また、アクティブ・ラーニング等
の新たな手法の習得と実践に努める。

授業評価を受けて多くの項目において９割近くそう思うと回答していることから、
目標や評価を明確にしながら、生徒が前向きに取り組める教科指導が行えてい
ると考えられる。一方「授業の中で他者と学び合う機会がある」、「自分の学びを
振り返ったり、調整したりしている」といった項目についてはそう思うと答えた生徒
は７割台にとどまった。新学習指導要領において重視されているポイントであるこ
とも踏まえ、引き続き改善を図っていく必要がある。

生徒指導
教育相談

（特別支援）

キャリア教育
進路指導

保健指導
環境美化

個々の生徒が自己と他者を認め、尊重し、安心して教育を受けられる環境を築
く。いじめに関しては日頃の生徒の言動にも注意するとともに、いじめ防止対策委
員会を毎月開催し、未然防止と早期発見・解決に努める。

「学校はいじめや差別を許さない環境作りに努めている。」の質問に、生徒は
87.7％、保護者は85.7％が概ねそう思うと回答が出た。入学予定者説明会から本
校が取り組んでいる「いじめ根絶への取り組み」の成果だと考える。ただ、平成２
５年に施行された防止対策推進法の取り扱いについて、教職員でさらなる研修を
重ねいじめに関する認識、対応の共有をしていく必要がある。

心身ともにバランスのとれた成長を促すため、保健指導の内容を適宜見直す。ま
た、三部制の時間的制約等を踏まえた校内清掃の仕方を工夫し、学校全体で環
境美化を推進する。さらに社会貢献活動の一環として、地域の清掃活動等に全
校生徒で参加する機会を設ける。

日々変わりつつある生徒の現状を把握しながらも、外部講師の講演等を利用し
て、生徒の日常の健康について考える場面を提供できた。またSCの相談状況の
把握もできた。日常清掃と特別清掃の内容を周知し、部ごとに清掃区域を変える
ことで全体の清掃活動ができた。社会貢献活動としての地域清掃まではできな
かったが、美化委員を中心とした美化活動は定着化し、全校生徒への美化意識
を啓発することができた。

「基本的な生活習慣の確立」、「基礎学力の向上」、「社会的・職業的自立に向け
て必要となる力の育成」を目指し、ＳＤＧｓや地域課題への取組を通した探究活動
を行う。また、キャリア学習や横総未来博などを通して自己の進路を見据えた探
究活動を行う。

アンケートで概ね達成できているとの回答「生徒は…主体的に考え、行動し、課
題解決ができるようになっている」生徒88.4%、保護者83.4%。
「学校は科目登録や進路について、ていねいに説明をしている」生徒94.0%、保護
者91.7%。高評価の理由は、産社総合に関して、入学時から卒業年次まで毎週2
時間継続して取り組んでいることである。とくに「科目登録や進路」に関しては、各
年次での9月までの未来博を含む進路探究の後、2週間で6時間を用い履修登録
指導を行っていることが寄与している。
教員アンケート「…取組を通した探究活動に取り組めている」は、解答のバラツキ
が最大である。これは探究に対する教員内の認識や基準の違いが大きいことを
意味すると推測される。今後、共通の認識などの対応を検討する必要がある。
「そう思う41.1%」　「ややそう思う35.8%」　「あまりそう思わない20.0%」　「思わない
3.2%」否定的評価2つの計23.2%は、「そう思う」が4割超の質問中最大である(否定
的評価計は、そう思う4割超質問の平均10.0%　全質問平均15.3%)。
また年次や授業担当と連携し、一層の基本的生活習慣の確立や基礎学力の向
上により、自立に向けて必要となる力の育成を図り続けることも必要である。

B

 「総合的な探究
の時間」の取組

の推進

魅力ある高校教
育の推進

多様化する生徒
への支援

A

「産業社会と人間」、「総合的な探究の時間」の一層の充実を図るとともに、外部
の力を活用した社会貢献活動や就労体験を積極的に展開する。また、様々な機
会を捉え、生徒の意欲を喚起しながら社会的・職業的自立に向けて必要となる力
の育成を図り、卒業後の進路希望を実現できるよう支援する。

「外部の力を活用して社会貢献活動や就労体験を積極的に展開している。」教員
89.5%
「社会的・職業的な自立を目指した職業指導、キャリア指導を行っている。」教員
83.2%
未来博や職業体験などの取り組みが肯定的評価8割超えの要因と思われる。
教員の「職業教育、キャリア教育を念頭に置きながら、学校行事や部活動の運営
をしている。」の否定的評価計は23.2%と全30質問中2番目に大きい。学校行事や
部活動と、職業教育、キャリア教育の関連に関してはどのように取り組むべきか、
今後の検討が必要である。

教育目標等
の設定・実施

組織運営
（働き方改革）
教職員研修

教育課程

　今年度は中期学校経営計画施行の２年目にあたり、職員会議や研修等を通して教職員間の理解を深めることができたとともに、日々の業務に落とし込む
ことができたと考えている。特に、前年度の課題であった初任者や異動者に対する中期目標の理解の場を設けることができたため、より一層目標に基づい
て業務を遂行できた。最終年度に向けてさらにブラッシュアップを図りながら、チーム横総として日々の業務に向き合いつつ、魅力のある高校教育を展開し
ていきたい。

社会で自立する力の育成を目指し、生命の尊重、思いやり、気配り、規則正しい
生活、健康、安全、礼儀作法、倫理観、公共心等、社会生活を営む上で基本とな
る態度や行動の基盤、および、社会生活において誰も期待され、要求される行動
の仕方を身に着ける。また、外部機関と連携し、農業体験やインターンシップ等、
さまざまな経験の機会を創出する。

学校生活全体のあらゆる場面で、社会で自立する力の育成を目指している。特に
農業体験やインターンシップでは、普段関わることのできない人との関わりから、
多くの事を学ばせる貴重な機会となった。今後、外部との連携について、更なる
改善を模索したい。 B

A

学校ホームページを一層充実させ、積極的な情報発信を行うとともに、メール配
信システムを活用し、緊急情報のみならず、生徒・保護者が必要とする情報を提
供する。

アンケート結果によると、概ね達成できているとの回答が保護者は93.1％、生徒
は93.7％、教職員は86.3％の結果を得られた。メール配信は担任を中心に活用し
ている件数が多かった。一方、少数ではあるが、充実したホームページ作りがで
きなかったために否定的な結果になったのではないだろうかと考えられる。在校
生向けだけでなく外部への情報発信を学校全体で取り組むことが課題である。分
掌や部活動等に協力してもらえるよう、情報発信すべき内容を意識してもらえるよ
う啓発活動に取り組む。

B

活発に行われているＰＴＡ活動を継続し、引き続き保護者との連携強化に努め
る。学校運営協議会を設置し、学校運営に保護者、地域の意見を反映させてい
く。「ようこそカフェ」については、関係機関と連携しさらなる充実を図る。また、大
岡地区との連携を基に、地域とWin-Winの関係を維持しつつ、更なる相互の発展
につながる教育活動を目指す。

ＰＴＡの委員会組織を４委員会から３委員会に縮小し、活動内容を明確にするとと
もに、保護者の負担を減らすことができた。保護者に対する情報提供について
は、コクーを利用することにより、迅速に行うことができた。ＰＴＡ入会数が減少す
る中、今後もＰＴＡ活動についての情報発信を行っていく必要がある。

B

危機管理

職員相互の報告・連絡・相談の重要性について、職員研修等を通して徹底を図
る。また、事例研究等を行うことにより組織全体の危機管理意識を高め、個人と
組織の両面から二重三重の防止策を構築する。災害時の避難経路や避難場所
について生徒や教職員への周知をこれまで以上に図る。

　昼の打ち合わせや職員会議の情報共有等を有効活用し、報告・連絡・相談ができるような場を設定した。また、災害時の避
難経路などは適宜、全校生徒対象に実施することができた。
　学校評価アンケート集計結果より「避難経路の認知度」が職員90％、保護者は77％、生徒78％であった。職員・保護者の
認知度は昨年とほぼ同じであるが、生徒の認知度は18％アップした。HR教室・特別教室・フリースペース等に「避難経路」の
掲示の徹底を行った（2024年4月当初）成果と考えられる。

学校関係者
評価書提言

　今年度の自己評価は、アンケート結果が生み出された理由についての分析に踏み込んでいたのが印象的であった。成果とよべるもの、課
題となるもののそれぞれについての分析を教職員で共有し、ぜひ次年度の活動へ生かしていただきたい。

学校関係者
評価書提言

に対する考え

　本校では今年度も横総大感謝祭や総合的な探究の時間における地域オファーなど、地域との連携を重視した教育活動を展開した。取組の
効果を検証し、魅力のある学びを展開していきたい。
　また、昨年度に引き続き人材育成に向けた取組を行った。ようこそカフェなど独自な取組を継続するために、働き方改革などを意識しながら
より良い学校づくりに取り組んでいきたい。引き続きこれらの取組やいじめ防止対策などと連携しながら、学校、地域、関係団体がひとつと
なっていじめ防止対策に取り組んでいきたい。

中期取組
目標

振り返り

[希望する進路に進むために必要な科目や興味・関心を満たす科目が設定されて
いるか」との質問に生徒89.1％、「必要な力を身につけるための学びを推進してい
るか」との質問保護者90％が概ねそう思うと回答した。これは総合学科の特色を
生かしながら、各教科において講座の展開のしかたを工夫してきた成果であると
考えられる。引き続き多くの生徒が興味・関心をもちながら学びを進められるよう
改善していきたい。

B

環境の変化に対応し、円滑な学校運営を行うために適宜組織の最適化を行うとと
もに、業務の均分化、効率化を図る。また職員研修の機会を増やし、一層のスキ
ルアップを図る。

それぞれのタイミングに合わせたテーマを設定し、職員研修を実施した。特にコン
プライアンスに関しては、社会情勢の変化について共有する機会を様々な角度か
ら捉え、共有することができた。 B

中期目標
振り返り

　今年度は中期学校経営計画施行の1年目で、立てた目標をどのように業務に落とし込んでいくかを考える1年であった。それぞれの分掌、委員会で中期学
校経営計画の内容や趣旨を踏まえて業務に取り組むことができた。一方で、初任者や異動者に対して中期目標の内容や趣旨について理解の場を設けるこ
とができなかったので、今後の課題としていきたい。
　学校全体の取組としては、立てた目標に対しておおむね満足できる取組が行われ、結果を残すことができた。来年度以降も中期目標を意識しながら、業務
や取組についてブラッシュアップを図り、チーム横総として日々の業務に取り組みながら魅力のある高校教育を展開していきたい。

学校関係者
評価書提言

に対する考え

　これまで本校では横総大感謝祭や総合的な探究の時間における地域オファーなど地域との連携を重視した教育活動を展開してきた。これまでの取組の効
果等を検証しつつ、ブラッシュアップをしながら、より地域との連携を意識した魅力ある学びを展開していきたいと考えている。
　また、そのような教育活動を持続して展開するためには人材育成も必要であると考えている。横総の良さや地域との連携の意義をまずは教職員が理解
し、教育活動を展開できるような人材を育成していきたい。本校では多様な生徒も多いことからスクールカウンセラーの活用の推進やようこそカフェなどの取
組が展開されており、一定の効果を上げている。これらの取組を引き続き行っていくとともに、持続可能な活動について検討を進め、より良い学校づくりを
行っていきたいと考えている。また、これらの取組といじめ防止対策と連携させながら、学校、地域、関係団体が一つとなっていじめ防止対策に取り組んでい
きたい。

学校関係者
評価書提言

　教育活動に関する提言は、上記の各項目で言及したとおりである。（学校関係者評価書において言及されている）
今年度から発足した学校運営協議会は学外者６名、学内者２名（校長、校長代理）で構成されている。定員に関する規定がないようなら、継続的に生徒が入
学してくる中学校の教員や本校の卒業生など、多様な当事者性を備えた委員を増やしてみてもよいかもしれない。

公金・準公金の執行に関して、「公金準公金取扱マニュアル」に基づき引き続き適
正に管理する。防災マニュアルを適宜アップデートし、それに基づいた訓練を実
施する。個人情報の管理については、研修等を通じて教職員の意識を高める。ま
た、本校の個人情報保護ガイドラインに基づき、引き続き管理を徹底する。

昨年度に引き続き「公金準公金取扱マニュアル」に基づき適正に管理することが
できた。また、適正に防災マニュアルに基づき防災避難訓練を年２回実施した。そ
のアンケート結果より「避難経路の認知度」が職員９割、保護者７割に対し生徒６
割であった。防災避難訓練への参加を呼びかける必要がある。

B

職員相互の報告・連絡・相談の重要性について、職員研修等を通して徹底を図
る。また、事例研究等を行うことにより組織全体の危機管理意識を高め、個人と
組織の両面から二重三重の防止策を構築する。

昼の打ち合わせや職員会議等の時間を活用し、その時々に合ったテーマに基づ
き、研修や注意喚起を行った。また、職員から発信するような形で危機管理研修
などを行うことができた。 B

学校経理
施設・設備
情報の管理

保護者・地域等
との連携協力

危機管理

学校に関する
情報公開

いじめへの対応

B

教職員の指導力を一層高め、ＳＣやＳＳＷと教職員との連携を密にするとともに、
カフェなど関係機関の協力を得ながら、生徒一人ひとりに寄り添う姿勢での生徒
指導を行う。また、挨拶の励行、時間厳守などの基本的な生活習慣の確立を具
体的な目標に掲げて指導を行う。

[学校は生徒の不安や悩み事などについて親身になって相談に乗っている。」の
質問に、生徒は83.4％、保護者は87.6％が概ねそう思うと回答が出た。これは日
頃から担任を中心とする、年度部でのきめ細かな生徒への指導、また保護者へ
の連絡が起因している。今後とも問題行動が起こる前に保護者と連携を取り、生
徒からのサインに対しての初期対応で、齟齬が生じないような関係づくりが必要
である。

A

学校行事や部活動について、キャリア教育を念頭に置きながら、生徒の意見も取
り入れながら常に改善を図る。

生徒の意見を取り入れながら学校行事や部活動の改善を図るという部分につい
ては,生徒、保護者、教員それぞれのアンケートの結果で概ね達成できているとの
回答を得ているが、各生徒会行事の企画、運営を支えている委員会活動への参
加生徒をもう少し増やすための工夫が必要である。また、キャリア教育を念頭に
置いてという部分については、委員会生徒や部活動に所属している生徒一人ひ
とりの活躍の場を増やすための方法を模索していきたい。

B

B

取組目標 自己評価

ＳＣやＳＳＷの活用、ようこそカフェの活用などを通して、相談体制を充実させると
ともに、自己の将来を見据え、必要な力を身につけることを目指し、｢読み・書き・
計算｣などの学び直し、外国につながる生徒に対する日本語学習、社会で役に立
つ知識や資格取得が可能な知識の学習、上位学校への受験や、就職試験に耐
えうる学力の育成、通級による指導など、さまざまな学びを推進する。

ＳＣやＳＳＷの活用、ようこそカフェの活用などを通して、相談体制を充実させるこ
とができた。また、生徒理解研修及び生徒情報交換会を開き、本校における生徒
の実態の共通理解を図ることができた。定期試験でルビ付き・拡大・時間延長が
必要な生徒を集計し実施することができた。
次年度は通級による指導を必要としている生徒、在県特別募集枠の生徒が増え
るため、他のセクションと協力し、支援を充実さていきたい。

B

総括

5 ～ 7（ 令和 年度 ）

総括

B

魅力ある高校教
育の推進

社会で自立する力の育成を目指し、生命の尊重、思いやり、気配り、規則正しい
生活、健康、安全、礼儀作法、倫理観、公共心等、社会生活を営む上で基本とな
る態度や行動の基盤、および、社会生活において誰も期待され、要求される行動
の仕方を身に着ける。また、福島県矢祭町との交流を発展、充実させるなど外部
機関と連携し、農業体験やインターンシップ等、さまざまな経験の機会を創出す
る。

外部機関との連携を図りながら、社会で自立する力の育成を目指して取り組むこ
とができた。福島県矢祭町での交流や、横総大感謝祭における、地域の方々とコ
ミュニケーションを通じて、生徒の自立する力を向上させる機会を提供することが
できた。また、横総未来博や、地域探究も生徒の力を向上させる大きな機会と
なっている。

A

多様化する生徒
への支援

ＳＣやＳＳＷの活用、ようこそカフェの活用などを通して、相談体制を充実させると
ともに、自己の将来を見据え、必要な力を身につけることを目指し、｢読み・書き・
計算｣などの学び直し、外国につながる生徒に対する日本語学習、社会で役に立
つ知識や資格取得が可能な知識の学習、上位学校への受験や、就職試験に耐
えうる学力の育成、通級による指導など、さまざまな学びを推進する。通級指導
や在県外国人等特別募集で入学した生徒への支援を充実させ、横浜市立高校を
けん引する。

[学校は生徒の不安や悩み事などについて親身になって相談に乗っている。」の
質問に、Ⅰ部生徒は87.5％、Ⅱ部生徒は79.6％、Ⅲ部生徒90.6％が概ねそう思う
と回答が出た。これは日頃から担任を中心とする、年度部でのきめ細かな生徒へ
の指導、また保護者への連絡が起因している。今後とも問題行動が起こる前に保
護者と連携を取っていきたい。また、初期対応が円滑になるように、日頃からの生
徒および保護者との関係づくりが必要である。

B

生徒指導
教育相談

（特別支援）

引き続き、教職員の指導力を一層高め、ＳＣやＳＳＷと教職員との連携を密にす
るとともに、カフェなど関係機関の協力を得ながら、生徒一人ひとりに寄り添う姿
勢での生徒指導を行う。また、挨拶の励行、時間厳守などの基本的な生活習慣
の確立を具体的な目標に掲げて指導を行う。

[学校は生徒の不安や悩み事などについて親身になって相談に乗っている。」の質問に、生
徒は85.7％、保護者は86.8％が概ねそう思うと回答が出た。これは日頃から担任を中心とす
る、年度部でのきめ細かな生徒への指導、また保護者への連絡が要因だと思う。今後とも
問題行動が起こる前に保護者と連携を取り、生徒からのサインに対しての初期対応で、齟
齬が生じないような関係づくりが必要である。

取組分野
令和 5 年度

横浜市立 横浜総合 高等学校評価報告書

取組分野
令和 6 年度

取組目標 自己評価

重
点
取
組
項
目

 「総合的な探究
の時間」の取組

の推進

「基本的な生活習慣の確立」、「基礎学力の向上」、「社会的・職業的自立に向け
て必要となる力の育成」を目指し、ＳＤＧｓや地域課題への取組を通した探究活動
を充実する。また、キャリア学習や横総未来博などを通して自己の進路を見据え
た探究活動を充実する。

生徒・保護者からは高い評価を得ている反面、教員からは最も低い評価がされている項目である。両者の間で「産社・総合」
に求めるものが、大きく異なっている可能性がある。　また教職員間での目標などに関して共有されていない恐れがある。分
掌、職員会議のみならず、各委員会や研修会の増設などで全職員的に検討や共通認識形成の機会を作る必要がある。
概ね達成の回答「生徒は…主体的に考え、行動し、課題解決ができる…」生徒89.2%、保護者85.3%と高い評価である。一方、
教員アンケート「…充実した取組を実施できている」は、68.7%(前年比-8.1p)と全アンケートで最も低い評価の一つである。
これは、生徒保護者と教員の間で、産社・総合へ求めるモノが異なっている可能性を示している。　教員アンケートが前年比
－8.1%に関して、産社総合の時間数の前年比4時間減が要因の一つ。　コロナ対策の文化祭縮小が終了したため、今後も同
様の時間数で推移すると思われる。　これ以上、授業数減となると、今年以下の低評価となる恐れがある。
　また産社・総合に対する教員間の認識や基準の違いが大きいことを意味すると推測される。今後、共通の認識などの対応
を検討する必要がある。　年度当初、職員会議で年間予定に対する批判が提起されたが、その後、将来構想委員会などで
検討しなかった。　本校の職員会議は極めて時間が短く設定されており、委員会などでの審議を丁寧に積み重ねる必要があ
る。「学校は科目登録や進路について、ていねいに説明をしている」生徒93.8%、保護者93.6%。高評価の理由は、進路多様
校である本校で、大学進学以外にも焦点をあて、産社総合で、入学時から卒業年次まで毎週2時間継続して取り組んでいる
ことの影響と思われる。とくに「科目登録や進路」に関しては、各年次での9月までの未来博を含む進路探究の後、2週間で6
時間を用い履修登録指導を行っている。ただしこの6時間は2025年度からLHRでの取り組みとなる。今後はLHR委員会など
が検討することになる。　産社・総合での取り組みとしては該当の6時間の事前、事後部分に注力していくことになる。年次や
授業担当と連携し、一層の基本的生活習慣の確立や基礎学力の向上により、自立に向けて必要となる力の育成を図り続け
ることも必要である。
しかし、基礎学力への取り組みに関して、職員会議等で批判があった。　3部制の本校におけるSHRでのマナトレの指導は、
労働法規違反を前提にしているという批判である。　今年度は、「SHRの設定は合法である」という前提でマナトレ等の指導
を継続した。今後、異なる法解釈が正式になされた場合は、SHRを活用した基礎学力対策は根本的な再検討が必要となる。
また、「地域探究コミュプレ」「個人探究」などグループワークやプレゼンテーションを苦手としストレスを感じる生徒の問題が
ある。　学校として産社総合の取り組み自体を「生徒のストレスを減らす」ことを重視するのか、本項目の目標実現を目指す
のか学校としての判断が必要である。なお現段階は、目標実現を目指しグループワークやプレゼンテーションを行う前提で
計画されている。

心身ともにバランスのとれた成長を促すため、保健指導の内容を適宜見直す。ま
た、三部制の時間的制約等を踏まえた校内清掃の仕方を工夫し、学校全体で環
境美化を推進する。さらに社会貢献活動の一環として、地域の清掃活動等に本
校の生徒が参加する機会を設ける。

社会状況の変化にともなった情報（感染症など）を適宜生徒に伝えられた。校内
の清掃（特別清掃）計画・案内の作成や清掃チェックリストの工夫を行なった。ま
たゴミの持ち帰りを徹底できるよう生徒（美化委員会を中心）に呼びかけられた。
地域貢献活動の一環としての地域清掃の場面は今後の検討となった。 A

中
期
学
校
経
営
方
針
に
お
け
る
13
の
取
組
分
野

教育目標等
の設定・実施

キャリア教育の充実を軸に、授業や行事等において学校教育目標の具現化を図
るとともに、教職員間の共通理解を図る。

学校教育目標を達成するような、教育課程、学校行事の在り方など、生徒の資
質・能力を向上させていくような視点を入れながら改善を行っている。

B

組織運営
（働き方改革）
教職員研修

環境の変化に対応し、円滑な学校運営を行うために適宜組織の最適化を行うとと
もに、業務の均分化、効率化を図る。また職員研修の機会を増やし、一層のスキ
ルアップを図る。

フレックスタイム等を有効活用し、業務の効率化について取り組んでいる。また、
職員会議やミライムを活用して適宜、職員研修を実施することができた。

A

教育課程

生徒の履修希望に合わせた講座設置や展開方法について、社会の要請を視野
に入れつつ、引き続き改善に努める。また、履修計画の指導等についてキャリア
教育とより一層連携させながら充実させる。

「あなたの希望する進路に進むために必要な科目や興味・関心を満たす科目が
設定されている。」の項目に生徒は91.6％が概ねそう思うとの回答があった。生徒
のニーズに沿った講座を各教科で考え、展開できているからである思う。引き続
き、指導内容の充実にも努めていく必要がある。また職員アンケートにおいての
教育課程に関する回答も肯定的なものが85～90％であった。職員間で連携し教
育課程のさらなる充実を図ることができると良い。

A

教科指導

基礎学力の定着を目指した指導法の研究、興味の持てる授業展開について、各
教科・科目の枠を超えて研究する。「読み・書き・計算」を重視し、さらに資格・検
定への挑戦を奨励し、学習目標の明確化を図るとともにアクティブ・ラーニング等
の新たな手法の習得と実践に努める。
また、授業研究委員会を中心とした授業力向上をより一層図る。

生徒、保護者の教科指導に関する質問への回答は概ね肯定的であった。引き続
き基礎学力定着のための指導の充実も必要だが、その後の学習意欲をもった生
徒のさらなる成長につなげる指導についても考えていく必要がある。

B

特別活動
部活動

学校行事や部活動についてキャリア教育や地域との連携を念頭に置きながら、
生徒の意見も取り入れながら常に改善を図る。

生徒の意見を取り入れながら学校行事や部活動の改善を図るという部分については,生徒、
保護者、教員それぞれのアンケートの結果で概ね達成できているとの回答を得ているが、
各生徒会行事の企画、運営を支えている委員会活動や横総祭の有志企画団体への参加生
徒をもう少し増やすための工夫が必要である。また、キャリア教育を念頭に置いてという部
分については、委員会生徒や部活動に所属している生徒一人ひとりの活躍の場を増やすと
ともにそれぞれの活動に参加しやすい雰囲気作りの方法を模索していきたい。

B

学校に関する
情報公開

学校ホームページを一層充実させ、積極的な情報発信を行うとともに、メール配
信システムを活用し、緊急情報のみならず、生徒・保護者が必要とする情報を提
供する。

アンケート結果によると、ウェブを活用した情報提供について保護者は88.3～
96.6％、生徒は82.4～95.2％という満足度の高い数値であった。メール配信は担
任を中心に活用している件数が多いので、日々の連絡を滞ることなく行っている
ことが伺えた。在校生向けだけでなく外部への情報発信を学校全体で取り組むこ
とが課題である。分掌や部活動等に協力してもらえるよう、情報発信すべき内容
を意識してもらえるよう啓発活動に取り組む。

B

いじめへの対応

個々の生徒が自己と他者を認め、尊重し、安心して教育を受けられる環境を築
く。いじめに関しては日頃の生徒の言動にも注意するとともに、いじめ防止対策委
員会を毎月開催し、未然防止と早期発見・解決に努める。

「学校はいじめや差別を許さない環境作りに努めている。」の質問に、生徒は
87.4％、保護者は88.8％が概ねそう思うと回答が出た。入学予定者説明会から本
校が取り組んでいる「いじめ根絶への取り組み」の成果だと考える。ただ、平成２
５年に施行された防止対策推進法の取り扱いについて、教職員でさらなる研修を
重ねいじめに関する認識、対応の共有をしていく必要がある。

B

取組分野

学校経理
施設・設備
情報の管理

公金・準公金の執行に関して、「公金準公金取扱マニュアル」に基づき引き続き適
正に管理する。防災マニュアルを適宜アップデートし、それに基づいた訓練を実
施する。個人情報の管理については、研修等を通じて教職員の意識を高める。ま
た、本校の個人情報保護ガイドラインに基づき、引き続き管理を徹底する。

昨年度に引き続き「公金準公金取扱マニュアル」に基づき適正に管理することが
できた。また、防災マニュアルに基づき防災避難訓練を年２回実施した。学校評
価アンケート結果より「避難経路の認知度」が職員90％、保護者は77％、生徒
78％であった。すべて８割以上であり満足のいく成果である。

A

保護者・地域等
との連携協力

活発に行われているＰＴＡ活動を継続し、引き続き保護者との連携強化に努め
る。学校運営協議会を設置し、学校運営に保護者、地域の意見を反映させてい
く。「ようこそカフェ」については、関係機関と連携しさらなる充実を図る。また、大
岡地区との連携を基に、地域とWin-Winの関係を維持しつつ、更なる相互の発展
につながる教育活動を目指す。

地域向け学校評価アンケート集計結果より「学校は地域に向けて情報を発信している」が
90.6％、であり、昨年度よりアップしている。保護者向けのアンケートでも「ウェブサイトやす
ぐーる等を活用し、保護者等に必要な情報を提供している」が99.6％で、昨年度よりも3.6％
アップしている。また、職員向けのアンケート結果より「ＰＴＡ活動が十分保護者に理解され
円滑に運営されている」が86.7％で昨年度より8.8％アップしており、満足のいく結果となって
いる。

A

A

B

キャリア教育
進路指導

「産業社会と人間」、「総合的な探究の時間」の一層の充実を図るとともに、外部
の力を活用した社会貢献活動や就労体験を積極的に展開する。また、様々な機
会を捉え、生徒の意欲を喚起しながら社会的・職業的自立に向けて必要となる思
考力等の育成を図り、卒業後の進路希望を実現できるよう支援する。

「外部の力を活用して社会貢献活動や就労体験を積極的に展開している。」教員83.1%（前年比-6.4p)。　NPOなどと連携した
農業体験の縮小などが影響したと思われる。働き方改革との両立を図りながら休日の農業体験活動などへの取り組みをど
のように行っていくのか、現行の教職員に関する法令下では難しい問題である。
「社会的・職業的な自立を目指した職業指導、キャリア指導を行っている。」教員73.5%（前年比-9.7p)。産社・総合の授業数4
減などが影響した可能性がある。
もしくは、未来博や職業体験などの取り組みがあったが、進路指導のあり方に関して、職員間で共通認識ができていな恐れ
があり、それがこの数値低下の原因かもしれない。
教員「職業教育、キャリア教育を念頭に置きながら、学校行事や部活動の運営をしている。」の否定的評価計は30.1%と最も
多い項目の一つである。学校行事や部活動と、職業教育、キャリア教育の関連に関してはどのように取り組むべきか、今後
の検討が必要である。　生徒会指導部などと連携して検討する必要がある。

B

保健指導
環境美化

令和 7 年度
総括

取組目標 自己評価

重
点
取
組
項
目

 「総合的な探究
の時間」の取組

の推進

産業社会と人間と有機的に連携し、「基本的な生活習慣の確立」、「基礎学力の向上」、「社
会的・職業的自立に向けて必要となる力の育成」を目指し、ＳＤＧｓや地域課題への取組を
通した探究活動を行う。また、キャリア学習や横総未来博などを通して自己の進路を見据え
た探究活動を行う。

魅力ある高校教
育の推進

引き続き社会で自立する力の育成を目指す。生命の尊重、思いやり、気配り、規則正しい生
活、健康、安全、礼儀作法、倫理観、公共心等、社会生活を営む上で基本となる態度や行
動の基盤、および、社会生活において誰も期待され、要求される行動の仕方を身に着ける。
横総未来博や、地域探究を通して、さらに自分自身を俯瞰しながら将来を見つめれるよう、
さまざまな経験の機会を創出する。

多様化する生徒
への支援

生徒一人ひとりの生活スタイルに応じた学習や諸活動を支援するために、SSW、SC、ようこ
そカフェなどの相談体制の充実、「読み・書き・計算」などの学び直し、就職試験や受験に耐
えうる学力の育成、外国につながる生徒に対する日本語指導、通級による指導などさまざま
な学びを推進する。

生徒の履修希望に合わせた講座設置や展開方法について、社会の要請を視野に入れつ
つ、改善に努める。履修計画の指導等についてもキャリア教育とより一層連携させながら充
実させる。また、日本語支援が必要な生徒への科目展開のあり方についても議論を深め、
指導につなげていく。

教科指導

学校教育目標を柱として、各教科・科目における目標を明確にした実践を進めていく。その
中で基礎学力の定着を目指した指導法の研究や興味の持てる授業展開について、各教科・
科目の枠を超えて研究する。基礎学力定着後の資格・検定への挑戦についても奨励する。
また、授業研究委員会を中心に授業力向上をより一層図る。

特別活動
部活動

学校行事や部活動についてキャリア教育や地域との連携を念頭に置き、生徒の意見も取り
入れながら常に改善を図る。

キャリア教育
進路指導

「産業社会と人間」、「総合的な探究の時間」の一層の充実を図るとともに、外部の力を活用
した社会貢献活動や就労体験を積極的に展開する。また、様々な機会を捉え、生徒の意欲
を喚起しながら社会的・職業的自立に向けて必要となる思考力等の育成を図り、卒業後の
進路希望を実現できるよう支援する。

保健指導
環境美化

多様化する生徒に対する健康指導の内容を適宜検討し共有していく。薬物乱用防止教室に
外部講師を招き成果をあげる。より良い校内美化活動について生徒並びに関係部署と連携
を図り環境整備につとめる。

生徒指導
教育相談

（特別支援）

引き続き、教職員の指導力を一層高め、ＳＣやＳＳＷ、関係機関と教職員との連携を密にす
るとともに、ようこそカフェなどの協力を得ながら、生徒一人ひとりに寄り添う姿勢での生徒
指導を行う。また、挨拶の励行、時間厳守などの基本的な生活習慣の確立を具体的な目標
に掲げて指導を行う。

学校関係者
評価書提言

学校経理
施設・設備
情報の管理

公金・準公金の執行に関して、「公金準公金取扱マニュアル」に基づき引き続き適正に管理
する。防災マニュアルを適宜アップデートし、それに基づいた訓練を実施する。個人情報の
管理については、研修等を通じて教職員の意識を高める。また、本校の個人情報保護ガイ
ドラインに基づき、引き続き管理を徹底する。

保護者・地域等
との連携協力

ＰＴＡ会員の減少に伴い、今後の委員会組織や活動内容を精査していくとともに、引き続き
保護者との連携強化に努める。学校運営協議会を設置し、学校運営に保護者、地域の意見
を反映させていく。「ようこそカフェ」については、関係機関と連携しさらなる充実を図る。ま
た、大岡地区との連携を基に、地域とWin-Winの関係を維持しつつ、更なる相互の発展につ
ながる教育活動を目指す。

危機管理

　職員相互の報告・連絡・相談の重要性について、職員研修等を通して徹底を図る。また、
事例研究等を行うことにより組織全体の危機管理意識を高め、個人と組織の両面から二重
三重の防止策を構築する。災害時の避難経路や避難場所について生徒や教職員への周知
をこれまで以上に図る。
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期
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教育目標等
の設定・実施

キャリア教育の充実を軸に、授業や行事等において学校教育目標の具現化を図るととも
に、教職員間の共通理解を進める。

組織運営
（働き方改革）
教職員研修

環境の変化に対応し、円滑な学校運営を行うために適宜組織の最適化を行うとともに、業務
の均分化、効率化を図る。また職員研修の機会を増やし、一層のスキルアップを図る。

教育課程

学校関係者
評価書提言

に対する考え

中期取組
目標

振り返り

 人材育成の取組目標

授業力の向上を図るため、職員研修の機会を増やすとともに、教員同士が切磋
琢磨する風土を構築する。また、さまざまな生徒のニーズに応えられるよう、指導
力の向上に継続して取り組む。さらに、生徒・保護者からの相談にも的確に対応
できるよう、教職員のカウンセリングマインドを向上させる。

授業研究委員会を中心に、お互いの授業を参観する機会を設け、それぞれの授
業で活かせる部分の情報を共有することができた。また、日々の生徒との関わり
のなかで、相談等があれば関係部署と連携をとりながら改善の方向へ導く姿が
多く見られた。

B
 人材育成の取組目

標

授業力の向上を図るため、職員研修の機会を増やすとともに、教員同士が切磋
琢磨する風土を構築する。また、さまざまな生徒のニーズに応えられるよう、指導
力の向上に継続して取り組む。さらに、生徒・保護者からの相談にも的確に対応
できるよう、教職員のカウンセリングマインドを向上させる。

授業力の向上のために、お互いに授業を見学することで、自身の授業の参考に
し、課題についても共有していこうとする姿がみられた。授業参観をする期間を年
２回設定し、教職員全体で実践することができた。 A

 人材育成の取組目
標

授業力の向上を図るため、職員研修を充実させるとともに、教員同士が切磋琢磨する風土
を構築する。また、さまざまな生徒のニーズに応えられるよう、指導力の向上に継続して取り
組む。さらに、生徒・保護者からの相談にも的確に対応できるよう、教職員のカウンセリング
マインドを高めていく。

学校に関する
情報公開

在校生向けだけでなく外部への情報発信を学校全体で取り組むことが課題である。分掌や
部活動等に協力してもらえるよう、情報発信すべき内容を意識してもらえるよう啓発活動に
取り組む。すぐーる配信は担任を中心に活用している件数が多いので、今後も個人情報の
取扱いに注意を払いながらを徹底する。

いじめへの対応

引き続き、個々の生徒が自己と他者を認め、尊重し、安心して教育を受けられる環境を築
く。いじめに関しては日頃の生徒の言動にも注意するとともに、いじめ防止対策委員会を毎
月開催し、未然防止と早期発見・解決に努める。


